
仙台防災枠組グローバルターゲットE（2020 年までに、国家・地方の防災戦略を有する国家数を大幅に増やす）

【成果1】
-日本の防災政策と防災への投資の有効性
-防災、減災に向けた国土強靭化政策
-日本の防災行政
-県の地域防災計画（総合防災情報システムを含む）
-市の地域防災計画（公共施設、ライフラインの耐震化を含む）
-災害統計の取組み
-自治体による地域防災の取組み
-教育セクターの防災主流化（防災教育、地域防災における学校の活用）
-保健医療セクターの防災主流化（災害医療）
-まちづくりと防災（都市部の企業の防災対策及び行政との連携、BCM等）
-建物の耐震化推進の取組み

【成果2・3】
-カントリーレポート発表会
-自国の課題と取組み・提言にかかるディスカッション・ワークショップ
-提言発表会
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【案件目標】
防災主流化の概念や開発政策へ防災の組み込み、政策レベルでの防災主流化促進に係る手法及
び日本の事例を理解し、各国での防災主流化促進のための提案が作成される。

【成果】
1.防災主流化の重要性、開発政策への組み込み及び日本における具体的な手法、事例を理解す
る。
2.各国の防災主流化の経験、教訓及び課題を共有、分析し、相互に理解する。
3.日本・参加国の優良事例を参考とし、帰国後防災の主流化を促進させるための提案を作成す
る。
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【対象組織】
防災政策策定・予算策定・実施を主管する
国・地方の担当官庁

【対象人材】
1. 課長級もしくはそれに相当する職位以
上の者
2．防災担当官庁及び国家予算担当官庁か
ら各一名づつの参加が望ましい。

対象組織／人材

防災主流化の促進
Promotion of Mainstreaming Disaster Risk Reduction
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災害頻発国対象国の条件：

副分野課題：

2015年3月に仙台にて第3回国連世界防災会議が開催され、国際的な防災枠組である「仙台防災枠組2015-2030」が採択された。また同会議
では、防災主流化の重要性が強調された。防災の主流化は、a）防災を優先政策に位置づける、b）すべての開発政策・計画に防災の視点を
組み込む、 c）防災への事前投資を促進する、と定義され、仙台防災枠組の優先行動２（災害リスクガバナンス）・３（防災の事前投資）
の実施に深く関連し、またターゲットE（国家・地方の防災戦略策定）に貢献するものである。
また災害多発国の日本においては、すべての分野において防災を考慮する、必要な防災対策を実行するための適切な予算を配分するなど
、「防災の主流化」を促進し、それが日本の経済・社会発展の重要な要因となっている。防災の主流化は強靭な社会を構築し、災害多発国
の持続可能な開発を達成する上で必要不可欠と言える。
上記を踏まえ、本プログラムでは防災主流化に関する日本の経験、教訓、優れた実践及び参加各国の事例を共有することにより、研修参加
国の防災主流化を促進することを目的とする。
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